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貸借対照表 
（２０２１年３月３１日現在） 

 

（単位：千円） 

科    目 金  額 科    目 金  額 

(資産の部）   （負債の部）   

流動資産  流動負債  

 現金・預金 10,401,171  約定見返勘定 7,139,514 

 預託金 22,130,170  信用取引負債 264,124 

トレーディング商品 5,038  預り金 18,898,402 

 約定見返勘定 7,481,113  受入保証金 27,163 

 信用取引資産 264,124  未払金 1,111,239 

 短期差入保証金 49,348  未払費用 90,244 

 前払費用 14,905 未払法人税等 74,553 

 未収入金 234 賞与引当金 50,400 

未収収益 41,953   

 その他の流動資産 43   

     

    

流動資産計 40,388,102 流動負債計 27,655,641 

    

固定資産  固定負債  

 有形固定資産 74,939 退職給付引当金 21,772 

 （建物附属設備） 49,960  資産除去債務 47,824 

 （器具・備品） 24,978   

  固定負債計 69,596 

無形固定資産 164,446   

（ソフトウエア） 164,446 特別法上の準備金  

  金融商品取引責任準備金 8,229 

投資その他の資産 31,298 特別法上の準備金計 8,229 

 （投資有価証券） 100 負債の部合計 27,733,467 

（繰延税金資産） 31,198    

  （純資産の部）  

  株主資本  

   資本金 3,000,000 

   資本剰余金 2,077,276 

         （資本準備金） 1,275,000                     

      （その他資本剰余金） 802,276 

   利益剰余金 7,848,043 

      （その他利益剰余金） 7,848,043 

       （繰越利益剰余金） 7,848,043 

固定資産計 270,684 純資産の部合計 12,925,319 

資産の部合計 40,658,786 負債・純資産の部合計 40,658,786 

（注）記載金額は、千円未満を切捨して表示しております。 
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損益計算書 
２０２０年４月 １日から 

２０２１年３月３１日まで 

 
（単位：千円） 

科目 金額 
営業収益  5,265,877 

 受入手数料  3,701,303 

  (委託手数料) 162,106  

    (引受け・売出し・特定投資家 

向け売付け勧誘等の手数料) 
23,858 

 

(募集・売出し・特定投資家 

向け売付け勧誘等の手数料) 
17,236 

 

  (その他の受入手数料) 3,498,102  

 トレーディング損益  1,527,625 

   (株式等トレーディング損益) 673  

  (債券等トレーディング損益) 1,526,951  

 金融収益  36,948 

金融費用  34,235 

純営業収益  5,231,642 

販売費・一般管理費  3,602,599 

  (取引関係費) 2,222,008  

  (人件費) 741,285  

  (不動産関係費) 65,654  

  (事務費) 408,681  

  (減価償却費) 66,991  

  (租税公課) 81,755  

  (その他) 16,222  

営業利益  1,629,042 

営業外損益  151,544 

営業外収益  152,217 

  (為替差益) 2,121  

  (雑益) 150,096  

営業外費用  673 

  (雑損失) 673  

経常利益  1,780,587 

特別損益  - 

税引前当期純利益  1,780,587 

法人税、住民税及び事業税        525,307 

法人税等調整額  29,246 

当期純利益  1,226,033 

（注）記載金額は、千円未満を切捨して表示しております。 
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株主資本等変動計算書 
２０２０年４月 １日から 

２０２１年３月３１日まで 
 

    （単位：千円） 

 
株 主 資 本   

純資産合計 

 

  資本剰余金 利益剰余金  

 資本金 資本準備金 

 

その他 

 資本剰余金 

その他利益剰余金 株主資本合計 

  繰越利益剰余金  

当期首残高 3,000,000 1,275,000 802,276 6,622,009 11,699,286 11,699,286 

当期変動額       

当期純利益 － － － 1,226,033 1,226,033 1,226,033 

 

当期変動額合計 － － － 1,226,033 1,226,033 1,226,033 

        

当期末残高 3,000,000 1,275,000 802,276 7,848,043 12,925,319 12,925,319 

（注）記載金額は、千円未満を切捨して表示しております。 
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個別注記表 
 
当社の計算書類は、「会社計算規則」（平成１８年法務省令第１３号）の規定のほか「金

融商品取引業等に関する内閣府令」（平成１９年内閣府令第５２号）、及び「有価証券関連

業経理の統一に関する規則」（昭和４９年１１月１４日付日本証券業協会自主規制規則・平

成２９年２月９日付最終改正）に準拠して作成しております。 

記載金額は、単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 

  （１）トレーディング商品に属する有価証券（売買目的有価証券）の評価基準及び評価方法 

  （１）トレーディング商品に属する有価証券については、時価法（売却原価は移動平均法に 

  （２）より算定）を採用しています。  （１） 

  （２）トレーディング商品に属さない有価証券（その他有価証券）の評価基準及び評価方法 

  （１）トレーディング商品に属さない有価証券については、原則として決算日の市場価格等 

  （１）に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし時価を把握す 

  （１）る事が極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法を採用してい 

  （２）ます。  （１） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

 

（１）有形固定資産 主として定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の通りです。 

建物附属設備  10～15 年 

器具・備品     4～15 年 

（２）無形固定資産 定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用

可能期間（５年間）に基づく定額法を採用しております。 

 

３．引当金及び準備金の計上基準 

 

（１）賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のう

ち当事業年度に負担すべき金額を計上しております。 

（２）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

自己都合退職による期末要支給額を計上しております。 

（３）金融商品取引責任準備金 証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第４

６条の５及び金融商品取引業等に関する内閣府令第１７

５条に基づき準備金を積み立てております。 

 

４. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 

（１）外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。 

  

（２）消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 
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（未適用の会計基準等） 
 
「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第 30 号 2019 年 7 月 4 日）、「金融商品に

関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 2019 年 7 月 4 日）、「時価の算定に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 2019 年 7 月 4 日）、「金融商品の時価等の

開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 19 号 2020 年 3 月 31 日） 
１．概要 

   金融商品の時価の算定・開示に関し、包括的に会計基準としての手当てがなされたもの

です。 
   ・時価を「出口価格」と定義しています。 
   ・時価の算定にあたり、インプットの利用方法を定めています。 

 ・インプットに基づき、金融商品の時価をレベル１~レベル３に区分します。レベルに

応じた開示項目が求められます。 
２．適用予定日 

   2022 年 3 月期の期首より適用予定であります。 
３．当該会計基準等の適用による影響 

   当該会計基準等の適用による影響については、軽微であります。 
 
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 平成30年3月30日）、「収益認識に 

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 平成30年3月30日） 

１．概要 

上記会計基準等は、収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５ 

 つのステップを適用し認識されます。 

 

ステップ１：顧客との契約を識別する。 

ステップ２：契約における履行義務を識別する。 

ステップ３：取引価格を算定する。 

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。 

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。 

２．適用予定日 

 2022年3月期の期首より適用予定であります。 

３．当該会計基準等の適用による影響 

影響額は、当計算書類の作成時において軽微であります。  
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（貸借対照表に関する注記） 

１．差入れている有価証券及び差入れを受けている有価証券の時価は下記の通りであります。 

  (単位：千円) 

（１）有価証券等を差し入れた場合等の時価額  

  信用取引貸証券 － 

 信用取引借入金の本担保証券 214,046 

  差入証拠金代用有価証券（顧客の直接預託にかかるものを除く） － 

 差入保証金代用有価証券 2,525,149 

（２）有価証券等の差し入れを受けた場合等の時価額  

  信用取引貸付金の本担保証券 214,046 

  信用取引借証券 － 

  受入証拠金代用有価証券（再担保に供する旨の同意を得たものに限る） － 

  受入保証金代用有価証券（再担保に供する旨の同意を得たものに限る） 2,726,039 
 
２．有形固定資産の減価償却累計額 57,697千円 

 

３．偶発債務 

2016年 7 月まで当社と信用取引等の株式取引のあった非上場企業 1社から、当社及び

当該企業元代表取締役社長を被告とする損害賠償請求訴訟の提起を受け、現在係争中

です（訴状：2017年 12月 20 日付、訴状送達日：2018 年 1月 10日、訴額約 20億

円）。本件訴訟は結審まで相応の時間がかかると見込まれますが、訴えの内容は根拠

に乏しいものと考えており、裁判において当社の考えを適切に主張していく所存で

す。 
 
４．関係会社に対する金銭債権 

    現金・預金 5,469,404千円 

    前払費用 5,889 千円 

     

５．関係会社に対する金銭債務 

未払金 987,873千円 

  未払費用 9,274 千円 

   

（損益計算書に関する注記） 

 

１．関係会社との取引高 

営業収益 3,227,462千円 

金融収益 65 千円 

営業外収益 148,573千円 

金融費用 125千円 

販売費・一般管理費 2,186,483千円 
 
（株主資本等変動計算書に関する注記） 

 

１．当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

    普通株式   30,501株 

 

２．配当に関する事項  

    該当はありません。 
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（税効果会計に関する注記） 
 

１．繰延税金資産の発生の主な原因は未払事業税、未払金、賞与引当金等の否認であり

43,567千円を計上しております。 
また、繰延税金負債の発生の原因は、資産除去債務見合の建物付属設備であり、 
12,368千円を計上しております。 
なお、貸借対照表上、繰延税金資産及び繰延税金負債を相殺表示しており、その結

果、繰延税金資産を 31,198 千円計上しております。  
 

（金融商品に関する注記） 
 
１．金融商品の状況に関する事項 

（１） 金融商品に対する取組方針 

当社は、第１種、第２種金融商品取引業の登録を受け、債券、株式および投資

信託の委託取次等を中心とした金融商品取引業務を行っております。金融商品

取引は、顧客からの委託注文等をブローカー等及び母店証券会社につなぐこと

により行われます。したがって、当社の金融商品への取組みは、主に顧客から

の委託注文等を諸法令・規則に準じ、特に適合性等精査の上、適切な形で顧客

に販売することに重点が置かれております。 

また、当社は現行の活動の規模に応じ、潤沢な資本金を具備しており、それら

は当該金融商品取引業務を日々支えるよう十分な流動性を確保するため銀行預

金として保持しており、一部はトレーディング目的であおぞら債、信託社債等

を保有する事があります。 

 

（２） 金融商品の内容及びそのリスク 

上記に示したように、当社が取り扱っている主な金融商品は、金融商品仲介業

務による仕組債、顧客からの委託注文による株式信用取引並びに、適格機関投

資家向け投資信託等が主となります。株式信用取引は、顧客からの注文を母店

証券会社につなぐ形で行われており、その残高は、貸借対照表上の資産と負債

に両建てとなって記帳されております。株式信用取引は、買付けの場合、その

買付代金を顧客に貸し付け、また、売却の場合、その株式を顧客に貸し付ける

ことにより行われており、その取引が、同じように母店証券と当社の間で行わ

れております。 

 

 

① 信用リスク 

信用取引等締結時に顧客、あるいは母店及びブローカー等との間で信用リスク 

が発生します。 

 

② 市場リスク 

上記の通り、当社が取り扱っている委託取次による取引においては、基本的に

市場リスクは存在しておりません。公募売出債等を取り扱う場合においては、

自己ポジションとし社内ルールに則り、市場リスク額を計算致します。 

 

③ 流動性リスク 

上記のように委託取引を業とすること、および顧客から前受金を受領する 

ことを前提として、流動性リスクを取らないよう業務を行っております。 

 

株式信用取引は、金融商品取引所受託契約準則等に基づき、上記貸付に伴う取

引先リスクを補うよう十分な担保等を顧客から徴収することにより、証券会社

における取引先リスクをカバーするよう規定されております。 

トレーディング目的で保有する金融商品はあおぞら債、信託社債等であり、発

行体の信用リスク、金利の変動リスク及び株式リスク等が保有にかかるリスク

であります。 
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（３） 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

当社は、リスク管理に関する諸規定に従い、顧客ごとの信用取引等限度額、また 

決済前リスク等を管理しております。各限度額を毎日システム帳票により業務 

部、リスク管理部、コンプライアンス部が確認しております。 

母店、ブローカーとの取引も決済前リスク管理の一環として上記と同様に管理し 

ております。 

 

② 市場リスクの管理 

当社が取り扱っている主な金融商品のうち、金利リスクの影響を受ける金融

商品は、「債券等トレーディング商品」、「信用取引貸付金」、「信用取引

借入金」です。当社では、これらの金融資産および金融負債について、決め

られた取引枠内にリスク量を限定し、また、資産・負債のマッチングを確認

する等、実質的な金利リスクを相殺するよう管理しております。 

「トレーディング商品」における株式リスク等は、日々そのリスク相当額を

計測し、取引枠内に収まるよう管理しております。 

 

③ 流動性リスクの管理 

当社は、業務部、財務企画部にて適時に資金管理を行っております。リスク

管理部では日々、自己資本規制比率を計算し、状況を確認しており、財務企

画部では銀行預金残高およびキャッシュフロー予測を行い、業務上必要十分

な資金が確保されているかを確認しております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

２０２１年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及び差額については次の通りです。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。 

 

                                   （単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時  価 差  額 

（１）現金・預金 

（２）預託金 

（３）ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ商品 

（４）約定見返勘定 

（５）信用取引資産 

（６）短期差入保証金 

10,401,171 

22,130,170 

5,038 

7,481,113 

264,124 

49,348 

10,401,171 

22,130,170 

5,038 

7,481,113 

264,124 

49,348 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

資産計 40,330,964 40,330,964 － 

（１）約定見返勘定 

（２）信用取引負債 

（３）預り金 

（４）受入保証金 

（５）未払金 

7,139,514 

264,124 

18,898,402 

27,163 

1,111,239 

7,139,514 

264,124 

18,898,402 

27,163 

1,111,239 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

負債計 27,440,442 27,440,442 － 

（注） １．差額は時価から貸借対照表計上額を差し引いた金額となっております。   

２．金銭債権に対する個別貸倒引当金については該当がありません。 
 

資  産 

 

（１）現金・預金 

預金については、当座、普通、定期預金とも短期間で決済されるものであり時価は帳 

簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっております。 
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（２）預託金 

満期のない預託金については、短期間で決済されるものであり時価は帳簿価額と近似 

していることから当該帳簿価額によっております。 

 

（３）トレーディング商品 

トレーディング商品については、社債とデリバティブの複合金融商品である信託 

社債であり、時価は割引現在価値により算定した社債の時価とあおぞら銀行から 

提供されるデリバティブの時価評価額を基に算出しております。 

 

（４）約定見返勘定 

約定見返勘定については、短期間で決済されるものであり時価は帳簿価額と近似して 

いることから当該帳簿価額によっております。 

 

（５）信用取引資産 

信用取引資産については、短期間で決済されるものであり時価は帳簿価額に近似して 

いることから、当該帳簿価額によっております。 

 

（６）短期差入保証金 

     短期差入保証金については、短期間で決済されるものであり時価は帳簿価額に近似し 

ていることから、当該帳簿価額によっております。 

 

負  債 

 

（１）約定見返勘定 

約定見返勘定については、短期間で決済されるものであり時価は帳簿価額と近似して

いることから当該帳簿価額によっております。 

 

（２）信用取引負債 

     信用取引負債については、短期間で決済されるため時価は帳簿価額に近似していること

から、当該帳簿価額によっております。 

 

（３）預り金 

     支払期限のない預り金については、短期間で決済されるため時価は帳簿価額に近似して

いることから、当該帳簿価額によっております。 

 

（４）受入保証金 

    支払期限のない受入保証金については、短期間で決済されるため時価は帳簿価額に近似

していることから、当該帳簿価額によっております。 

 

（５）有価証券等受入未了勘定 

有価証券等受入未了勘定については、短期間で決済されるため時価は帳簿価額に

近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

 

（６）未払金 

未払金については、短期間で決済されるため時価は帳簿価額に近似していることから、

当該帳簿価額によっております。  
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（関連当事者との取引に関する注記） 

 

１．親会社                                （単位：千円） 

属 性 
会 社 等 

の 名 称 
住 所 

資本金又は 

出 資 金 

事業の内容 

又 は 職 業 

議 決 権 等 の 

所 有 （ 被 所 

有 ） 割 合 

親会社 ㈱あおぞら銀行 
東京都 

千代田区 
100,000,000 銀行業 

被所有 

直接 100％ 

 

(単位：千円） 

関 係 内 容 

取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高 役 員 の 

兼 任 等 

事 業 上 

の 関 係 

－ 

有価証券の

売買等、社

債の保有、

引受に伴う

手数料、役

務取引等に

伴 う 手 数

料、委託取

引に伴う手

数料、仕組

債販売に伴

う仲介手数

料、顧客紹

介に伴う手

数料、不動

産賃借、出

向者の受入

及び借入取

引、預金取

引 

有価証券ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ（注 1） 
売却額 

250,000 
－ － 

引受（注 2） 

引受額 

7,000,000 

引受手数料 

23,283 

－ － 

役務取引等収益（注 3） 3,204,179 － － 

受取利息（注 4） 65 － － 

仲介手数料（注 5） 1,890,642 未払金 532,506 

紹介手数料（注 6） 44,776 未払金 6,508 

役務取引等費用（注 7） 19,214 未払費用 9,274 

不動産賃借料（注 8） 62,973 前払費用 5,889 

受入出向者給与負担金（注 9） 168,876 未払金 29,272 

借入取引（注 10） 

借入金 

1,700,000 

借入利息 

125 

－ － 

  営業外収益（注 11） 148,573   

取引金額に消費税は含まれておりません。 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）有価証券売買等の取引については、独立第三者間取引と同等の一般的な取引条件 

と同様に決定しております。 

（注２）引受に伴う手数料については、独立第三者間取引と同等の一般的な取引料率を定め 

たうえ決定しております。 

（注３）役務取引等収益については、独立第三者間取引と同等の一般的な取引条件と 

同様に決定しております。 

  （注４）受取利息については、独立第三者間取引と同等の一般的な取引条件と同様に 

決定しております。 

（注５）仲介手数料については、独立第三者間取引と同等の一般的な取引料率を定め 

たうえ決定しております。 

（注６）紹介手数料については、独立第三者間取引と同等の一般的な取引料率を定め 

たうえ決定しております。 

（注７）役務取引等費用については、独立第三者間取引と同等の一般的な取引条件と 

同様に決定しております。 

（注８）不動産賃借料については、当社と（株）あおぞら銀行との「貸室転貸借
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契約書」に基づき、決定しております。 

（注９）受入出向者給与負担金については、「覚書」、「協定書」の定めに基づき、

毎月当月分の給与等を負担しております。 

（注10）借入取引については、独立第三者間取引と同等の一般的な取引条件と同様 

に決定しております。 

（注11）営業外収益については、売れ残り仕組債の処分損に係る損失負担であり、収 

益の配分比率に基づき損失を折半しております。 

 

 

２．子会社 

該当事項ありません。 

 

３. 主な兄弟会社  

開示すべき取引はございません。 

 

４．役員 

開示すべき取引はございません。 

 

 

（1 株当たり情報に関する注記） 

 

１．１株当たり純資産額 423,767.07円 

２．１株当たり当期純利益 40,196.49円 
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１． 有形固定資産及び無形固定資産の明細 
 

（単位：千円） 

区分 資産の種類 
期首 

帳簿価額 

当期 

増加額 

当期 

減少額 

当期 

償却額 

期末 

帳簿価額 

減価償却 

累計額 

期末 

取得原価 

有形

固定

資産 

建物附属設備 50,571 1,898 － 2,509 49,960 9,373 59,334 

器 具 備 品 22,823 15,289 472 12,663 24,978 48,323 73,302 

計 73,395 17,187 472 15,172 74,938 57,697 132,636 

無形

固定

資産 

ソフトウエア 211,135 5,130 － 51,819 164,446 173,896 338,343 

計 211,135 5,130 － 51,819 164,446 173,896 338,343 
 
 
 
 
 
 

２． 引当金及び準備金の明細 
 

                                    （単位：千円） 

区  分 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 その他 

賞与引当金 53,000 50,400 53,000 － 50,400 

退職給付引当金 21,772 － － － 21,772 

金融商品取引責任準備金 8,229 － － － 8,229 
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３．販売費及び一般管理費の明細 
                                  （単位：千円） 

科目 金額 摘要 

取引関係費 

支払手数料 2,163,405  

取引所・協会費 5,035  

通信・運送費 32,436  

旅費・交通費 4,662  

広告宣伝費 14,639  

交際費 1,829  

計 2,222,008  

人件費 

役員報酬 51,200  

従業員給料 464,238  

その他の報酬給料 99,712  

福利厚生費 75,734  

賞与引当金繰入 50,400  

計 741,285  

不動産関係費 
不動産費 63,151  

器具備品費 2,502  

      計 65,654  

事務費 
事務委託費 390,115  

事務用品費 18,566  

計 408,681  

減価償却費 66,991  

租税公課 81,755  

その他 16,222  

合計 3,602,599  
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